
Ⅱ 令和３〜７年度の取組成果と今後の方向性



１. 令和３〜７年度事業の全体像①

⚫ 本事業は「市民の利便性向上」と「市役所の業務効率化」を全体方針に掲げ、過去最長となる５
か年にわたり、多摩地域のデジタル化を推進してきた

⚫ ＤＸという概念が社会に広がり始めた初期段階から先駆的に取組を進め、多摩地域30市町村が
連携し、単独自治体では実施が難しかった研修や講義を共同で実施した

方
針 デジタル化で「市民の利便性向上」と「市役所の業務効率化」を図る

目
指
す
姿

行政手続のデジタル化により住民サービスが向上すると共に、職員がそれぞれの立場でＢＰ
ＲノウハウやＤＸ関連知識を習得し、市長会事業終了後も、自立的に庁内や他自治体と連携
し業務効率化を自ら進められている状態

令和
４年度

令和
５年度

令和
３年度

令和
６年度

令和
7年度

人
材
育
成

実
証
事
業

✓ デジタル化を担
う人材を育成

✓ デジタル化への
理解を深める

✓ ＥＢＰＭ推進の
ための意識醸成

✓ ＢＰＲの基本的
な進め方を習得

✓ 自治体間でのノ
ウハウの横展開

✓ 職員のＤＸに関
する知識向上と
マインドアップ

✓ ＤＸ推進担当者
の横連携強化

✓ ＢＰＲのノウハ
ウやＤＸに関す
る基礎知識の提
供

✓ デジタルツール
の効果を検証し、
有用性を確認

✓ 現状の業務フ
ローを可視化し、
最適化を図るこ
とで、効率的な
業務プロセスを
実現
（学童クラブ入所
手続）

✓ 窓口業務のＤＸ
を検討・実現す
るためにワーク
ショップを実施
（転入転出）

✓ 事務処理の共通
化検討（学童ク
ラブ入所手続、妊
娠の届出・妊婦面
談）

✓ ＯＣＲやＲＰＡ
による効率化

✓ 防災領域のＤＸ
ツールトライア
ルにより有用性
を確認

✓ ＥＢＰＭ推進の
ための実践研修

✓ ＢＰＲの手法を
踏まえ、ＢＰＯ
による業務改革
事例を学ぶ

✓ ＤＸ・防災担当
者の横連携強化

✓ 防 災 領 域 と 採
用・人材育成領
域のＤＸツール
トライアルによ
り有用性を確認

ＤＸ実現に向けたデジタルツール
のさらなる活用策の検討

市民との接点（フロントヤード）の改革、
ＲＰＡ等を活用した内部事務（バックヤード）の効率化

自立的にＤＸ化
を進めるための
議論実施

• プロジェクトチー
ム設置

• ＢＰＲの
スモールスタート

• デジタル化の
必要性を認識

• ＢＰＲ事例の創出
• ＤＸ知識・マイン
ドの向上

• 先進技術の
トライアル

• 可視化に向けた
データ利活用の
推進

• 自治体間横連携
の強化

• ＢＰＲ事例の創出
• ＤＸ知識・マイン
ドの向上

• 自治体間横連携の
強化

実
現
難
度

• 人口減少時代の
効率的な自治体業務

• 自治体間連携の強化
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主要な成果は、以下の２点である。
①人材育成︓ＤＸ推進にかかる知見の蓄積と横連携強化に向けた自治体間の交流促進
②実証事業︓ＢＰＲやデジタル化を通じた個別テーマのＤＸ推進

⚫ 「人材育成」により各自治体における行政のデジタル化に向けた取組を下支えするとともに、事
例の横展開やツールトライアルなどの「実証事業」を進めることで、多摩地域全体における積極
的なデジタル実装を促した

⚫ これらの成果により、多摩地域の30市町村全体として行政のデジタル化に取り組む素地が整えら
れた

実
証
事
業

行政手続のオンライン化

妊娠の届出・
妊婦面談

学童クラブ入所手続

デジタル化で「市民の利便性向上」「市役所の業務効率化」

取組内容

成果

人
材
育
成

生成ＡＩ 防災ＤＸ
意識醸成 ＢＰＲ

ＤＸ
担当者間
の交流

データ
利活用・
ＥＢＰＭ

１. 令和３〜７年度事業の全体像②

窓口ＤＸ ツールトライアル

人事

防災

庁内
コミュニケーション

転入転出
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２. 主要事業の実施概要等
3-2-1 人材育成

⚫ 実施概要︓「ＤＸ意識醸成」を通した職員の意識醸成と基礎知識の習得を基盤に、「ＢＰＲ」
「データ利活用・ＥＢＰＭ」「生成ＡＩ」の知見蓄積を推進した

⚫ 総括︓「ＤＸ意識醸成」と「ＢＰＲ」事業では、情報システム部門と原課が共通テーマで学習す
ることにより、庁内での横断的な業務改善の取組が進められる契機となった。「ＤＸ意識醸成」
の職員向け研修から派生した「担当者間の交流」事業では他自治体との交流が促進され、多摩
地域内の横連携が強化された

⚫ ＤＸ関連研修を複数回開催し、管理職及び職員（情報システム課と原課）の意識醸成と基礎 知
識の習得、自治体職員間の横断的なネットワーク形成を推進

管理職向け研修

実施年度 概要 講師

デジタル化
勉強会

令和
３年度

テクノロジーを基にした検討ではなく、住民の目線
を持ち自治体デジタル化によって何を実現したいか
といったビジョンを基とした検討の重要性を学んだ

菅原直敏氏
Public dots & Company
取締役
高橋範光氏
株式会社ディジタル
グロースアカデミア
代表取締役社長

管理職のための
自治体ＤＸ入門

令和
４年度

自治体ＤＸの実務に携わる第一人者の講義を通して
「職員がＤＸに関わる意義と内容」「職員がＤＸに
ついて考える土壌作り」「職員が一歩を踏み出すた
めの動機付け」を学んだ

菅原直敏氏
Public dots & Company
取締役

管理職のための
自治体ＤＸ推進
のすすめ

令和
４年度

自治体ＤＸ推進計画やデジタル田園都市国家構想推
進に向けて、それぞれの自治体はその個性等を強め
ていくことが不可欠である。自治体ＤＸ推進におけ
る管理職の役割や心構え、組織を作る上でのポイン
トを学んだ

高橋範光氏
株式会社ディジタル
グロースアカデミア
代表取締役社長

行政デジタル化
の推進

令和
５年度

新型コロナウイルスなどを背景に、国民・企業・行
政のデジタル化が劇的なペースで進捗しつつある現
状を踏まえて、業務プロセス全体の最適化、社会イ
ンパクト測定の重要性、他業種事例への関心など、
自治体幹部が持つべき視座について学んだ

石井大地氏
株式会社グラファー
代表取締役ＣＥＯ

行政ＤＸの要諦 令和
５年度

「サービス設計12箇条」について組織マネジメント
の視点から理解した。管理職が行政ＤＸを進める際
に陥りやすい問題点を考察し、成功に導くための最
適なプロセスを学習した

荒瀬光宏氏
株式会社デジタルトランス
フォーメーション研究所 
代表取締役

①ＤＸ意識醸成

事業名
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２. 主要事業の実施概要等
職員向け研修

⚫ 令和３〜５年度にかけて、ＤＸ関連研修を複数回開催し、管理職及び一般職員の意識醸成と
基礎知識の習得

⚫ ＡＩやＲＰＡ等の新技術体験を通じ、各市における活用検討の基盤を整備するとともに、情報シス
テム部門と原課共通の研修実施により、自治体職員間の横断的なネットワーク形成につながった

成果

「管理職のための自治体ＤＸ入門」

「行政デジタル化の推進」

「行政ＤＸの要諦」

「デジタル化勉強会」

実施年度 概要 講師

自治体ＤＸ推進
計画について

令和
４年度

一般職員が自治体ＤＸ推進計画の目的を理解し、率
先してデジタルの活用に取り組むための基礎的知識
を習得した

高橋範光氏
株式会社ディジタル
グロースアカデミア
代表取締役社長

デジタルツール
・サービス
に関する

ワークショップ

令和
４年度

ＡＩ・ＲＰＡを中心にデジタルツール・サービスの
活用ポイントを理解した。また、業務において効果
的に活用していくための基礎的知識を習得した

高橋範光氏
株式会社ディジタル
グロースアカデミア
代表取締役社長

先端的サービス
企画立案

令和
４年度

政府が進めているデジタル田園都市国家構想におけ
る先端的サービスの概要と、先端的サービスの企画
手順を理解した

高橋範光氏
株式会社ディジタル
グロースアカデミア
代表取締役社長

自治体における
セキュリティ

令和
４年度

サイバー犯罪や被害事例（フィッシング、ランサム
ウェア等）、市民生活や自治体に与える影響を学び、
自治体における標準的ネットワークの構成例・課題や、
その対策となるβモデルやセキュリティクラウドの在
り方を学ぶことで、自治体職員として実践すべきセ
キュリティ対策を理解した

中西克彦氏
株式会社FFRI
セキュリティ技術本部 
セキュリティサービス部長
中村彰宏氏
株式会社FFRI
セキュリティ営業本部 
技術営業部 
シニアセールスエンジニア

事業名
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②ＢＰＲ

⚫ ＢＰＲやＤＸに不慣れな職員が、座学と実践的なワークショップを通じて基礎理解と実践的手法
を習得し、業務のムダや課題を可視化、理想像設計と調整の重要性を認識し、自立的な推進力を
育成することを目的に実施

⚫ 現行業務における前例踏襲やムリ・ムダ・ムラが多い作業を自覚し、他自治体との比
較や押印廃止・申請簡素化などの好事例を知ることで、「現状を前提としない理想の
業務フロー検討の重要性」を強く認識した

⚫ また、業務フローの可視化により問題点を明確化し、ＤＸツール導入を検討すること
が効果的であることを学んだ一方、組織内部や関係先との調整が最も乗り越えるべき
ハードルであると理解した

成果

事業名 実施年度 取扱業務

組織的なＢＰＲ
の推進支援 令和４年度

• 学童クラブ入所申請業務
• 転入届業務
• 住宅改修費配布業務

ＢＰＲ推進
ワークショップ

令和５年度

令和６年度

• 会計年度任用職員に係る
任用及び報酬事務

• 要介護認定業務
• 入札参加資格審査申請業務
• 後期高齢者保険料還付業務

令和７年度

概要
ＢＰＲの基本的な進め方の全体像を把握し、自身
の担当業務のAs-Isフローを「業務手順書」を用
いて可視化した

（取扱業務例）
学童クラブ入所申請業務、転入届業務、住宅改

修費配布業務

ＢＰＲやＤＸに携わったことのない職員に対し、
ＢＰＲの基本的な進め方と実践方法を体験させる
ことで、庁内で自立的にＢＰＲを推進できるため
の素地を構築した

ＢＰＲの基本的な進め方と実践方法をワーク
ショップで体験することで、ＢＰＲの重要性の理
解を深め、現行業務の分析、他自治体との比較、
及び連携によるあるべき姿の設定を行った

ＢＰＲ・ＢＰＯの重要性を理解した上で、現状業
務フローの可視化を実体験することで、ＢＰＲの
進め方とＢＰＯの推進方法を学び、現状課題を把
握し、自治体間で理想的な業務の姿を検討・協議
・共有することで、目指すべき姿へ近づけるとい
う認識を深めた

• 保育所入所関連業務
• 粗大ごみ処理関連業務

• 就学援助費支給業務
• 軽自動車税賦課業務
• 高額療養費業務

令和６年度令和５年度 令和７年度

２. 主要事業の実施概要等
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２. 主要事業の実施概要等
③ＤＸ担当者間の交流

⚫ 自治体のＤＸを推進する立場である一般職員同士の横連携を強化することに加え、ＤＸに関する
知識も向上させることを目的に実施

令和５年度

⚫ 各自治体のＤＸ推進担当者の交流の場を作り、課題解決のために幅広い視点の獲得を目的に実施

令和６年度

⚫ 近しい課題や悩みを抱える他自治体の担当者との交流・意見交換、今後のつながりの
構築の場として有効に機能した成果

⚫ 業務紹介と課題共有を通じて自治体間の横連携を促進し、業務の「今のやり方」に疑
問を持つ姿勢を身につけ、演習を通じて変革に必要な思考プロセスを習得した

⚫ さらに、庁内課題を共有・分析し、自組織で実行可能な具体性のある改善策を検討で
きた

成果

開催回 実施形式 概要

1 ヒアリング
ワークショップ

多摩地域30市町村のＤＸ推進担当者に交流の場を提供。第３〜５回目のワーク
ショップ内容の具体化に向けた参加者の抱える課題の抽出を行った

2 講義
ＤＸ推進担当者として必須となる、施策の目的・ゴールの具体化、プロジェクト
型業務の進め方の理解、及びステークホルダー（巻き込むべき人）の把握という
３つのスキル・知見を習得した

3 交流ワークショップ
ＤＸ推進担当者として、「庁内調整」に関して現在抱えている困りごとや悩みを
明確化し、他参加者との意見交換を踏まえて、自組織又は自身が実行可能な解決
策の立案を行った

4 交流ワークショップ
ＤＸを推進するための「人材育成」の考え方を理解し、ＤＸを成功させるために
必要な人材像をＤＸ推進担当者目線で検討した。各部署をリードする具体的なイ
メージを固め、実行プランの策定を行った

5 交流ワークショップ
参加者間で住民・職員向けに導入しているツールの状況と活用方法を共有し、
さらなるツール活用のイメージ向上を図った。また、本事業終了後も関係性を維
持・向上させるための案を検討するとともに、これまでの取組を振り返り、今後
の業務に活用できるポイントを整理した

開催回 実施形式 概要

1 ヒアリング
ワークショップ

前年度の１回目と同様に、多摩地域30市町村のＤＸ推進担当者に交流の場を提供。
第３〜５回目のワークショップ内容の具体化に向けた参加者の抱える課題の抽出
を行った

2 講義
業務改革において、Before/Afterのみでなく、変化が必要な背景・根拠から検討
する重要性を学んだ。また、実際に改革に取り組む際は、利用者の立場を含めた
改善案を検討し、その意図や狙いを周囲に明確に伝えられるような整理を行った

3 交流ワークショップ 他自治体担当者との交流を通じたナレッジシェアを実施し、講義パートで学んだ
内容を実務で実践するための具体的なイメージを固めるためのワークを実施した

4 講義＋
交流ワークショップ

３回目と同様に、他自治体担当者との交流を通じたナレッジシェアを実施しつつ、
ゲスト講話を通じて、庁内のオンライン化・標準化を進める上での課題や悩みを
解消するための学びを深めた

5 交流ワークショップ
全５回の交流プログラムの総括としてこれまでの取組を振り返り、庁内コミュニ
ケーションの課題や庁内で推進すべき取組について議論した。さらに、本事業終
了後もＤＸ推進担当者同士の関係性を維持・向上させるための案を検討した
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２. 主要事業の実施概要等
③ＤＸ担当者間の交流

⚫ 自治体のＤＸ推進担当者が交流し、業務の履歴や課題を共有することで、他自治体の事例から幅
広い視点を得て自組織の課題を解決する素地を作ることを目的に実施

令和７年度

⚫ 外部連携や他自治体との活発な意見交換を通じてＤＸ推進における職員の主体性促進
と環境整備が重要であることを確認し、業務の属人化解消とＤＸの当事者意識醸成の
ための施策が有効であるという示唆を得た

成果

令和５年度 令和６年度 令和７年度

開催回 実施形式 概要

1 ヒアリング
ワークショップ

ＤＸ推進担当者が、自身の業務紹介や「今聞きたい・知りたい」課題を共有し話
し合うことで、自治体の垣根を超えた仲間意識を醸成し、担当者が抱える問題点
を共有し、今後の活動を円滑に進めるために真に解決すべき課題を探った

2 講義
ＤＸを単なるデジタル化ではなく「業務・組織の変革」と捉える講義とワークを
通じ、庁内変革への向き合い方を養った。共感形成、成功体験、トップの関与と
いった「人」の要素を学び、ＤＸ推進のための巻き込み戦略を考えた

3 交流ワークショップ
庁内ＤＸ推進のため、Day１で抽出された庁内・他課調整の課題を深掘りし、他
課職員の理解・協力を得るためのアプローチを考察した。先進事例や参加者同士
の事例共有を通じて、原課職員の理解と意識改革を促す方法や、他部門への効果
的な働きかけについて議論し、自組織における具体的な活動イメージを描いた

4 講義＋
交流ワークショップ

ＤＸ推進における「情報連携」を日常業務に落とし込むための実践的な思考法を
習得した。ゲスト講話を通じてＤＸ推進の知見や新たな視点を獲得し、情報連携
で生じる課題の要因を把握した

5 交流ワークショップ
庁内ＤＸ推進を目的とした人材育成において、自組織として必要な人材像を定義
するとともに具体的な実現方法やアイデアを検討。自治体間におけるＤＸ推進担
当者同士の横連携・交流の重要性を踏まえ関係性を維持・向上する案を抽出した
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④データ利活用・ＥＢＰＭ

⚫ ＥＢＰＭに対する基礎知識向上とマインドアップを図り、データ活用の視点を身につけるととも
に、ＢＩツールや人流データ分析ツールの特徴と活用方法を学び、基本的な操作から応用的な
データ処理について体験することを目的に実施

基礎講義

事業名 実施年度 概要

ＥＢＰＭ推進に向けた
マインドアップ講演 令和６年度

ＥＢＰＭ推進のリード役となる管理職・職員のみならず、幅広
い職員の知識向上を目的に、ＥＢＰＭの推進に必要な前提知識
やマインドセット、組織のあるべき姿について学んだ

ＥＢＰＭ・データ活用に関する
ｅ－ラーニング

令和６年度
令和７年度

自治体におけるＥＢＰＭの進め方講座や、ビジネスにおける
データ分析講座などの受講を促進。自治体におけるＥＢＰＭの
必要性・重要性を理解し、その具体的な思考・推進方法につい
て習得した

ＥＢＰＭ・データ活用に関する
基礎講義

令和６年度
令和７年度

ＥＢＰＭが求められる背景や活用事例に加え、推進に必要な基
礎知識（進め方、ロジックモデル、可視化）を理解するととも
に、ＥＢＰＭの基本となるデータ整備の必要性をExcel操作を通
じて実践的に体験した

データ利活用の事例報告 令和６年度
データ利活用を先進的に取り組んでいる自治体の事例から、自
身の自治体におけるデータ利活用やＥＢＰＭの取組を進めるた
めの知識を学習した

社会調査法基礎講義 令和７年度
実務の流れに沿って調査手順を中心に理解を深め、ＥＢＰＭの開
始点となる証拠を効果的に取得するための適切な方法を理解し、
正しい分析に基づく意思決定を行うための注意点を学習した

データ整備・
加工業務効率化講義 令和７年度

自治体で取り扱うデータの種類、形式、変換の必要性について
理解し、自治体データを用いた変換作業を迅速かつ正確に実施
することで、分析に活用可能な形式へデータを整備する技能を
習得した

２. 主要事業の実施概要等
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ＢＩツール活用・
政策立案研修

事業名 実施年度 概要

④データ利活用・ＥＢＰＭ

ツールを活用した実践演習

⚫ ＥＢＰＭ推進には統計的データだけでなく定性的なデータの整理・活用が重要であ
ることを認識し、新たな評価指標の検討など具体的な行動を思考でき、次年度予算
の積算など、実務におけるデータ活用に直結させるという具体的かつ前向きな展望
が得られた

⚫ また、多くの実践事例を創出することで、庁内におけるＥＢＰＭの推進につながる
との気づきを得ることができた

成果

令和６年度
令和７年度

ＢＩツール（Tableau）の特徴と自治体での活用方法を説明し、
基本的な操作から応用的なデータ処理を体験した

人流データ分析ツール
活用講義 令和６年度

位置情報ビッグデータ（人流データ）の基礎知識及び自治体で
の活用事例をインプットし、主要導線分析・通行人口分析をは
じめ、様々な分析方法について学習した

モデル自治体の実際のデータを
活用した

ＥＢＰＭワークショップ
令和７年度

公開されている人口、土地、産業、都市基盤、保健、教育など
のオープンデータを組み合わせてダッシュボードを作成し、政
策づくりの一連の流れを体験した

令和７年度
「ＢＩツール活用・政策立案研修」

令和６年度
「人流データ分析ツール活用講義」

令和７年度
「ＥＢＰＭワークショップ」

２. 主要事業の実施概要等
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⑤生成ＡＩ

⚫ 知識習得から実践的な業務変革プラン策定まで、庁内業務における生成ＡＩの利活用を促進する
ことを目的に実施

⚫ 生成ＡＩの活用により、文書要約・校正やイベント企画など幅広い自治体業務の生
産性向上を実感し、「使わないことが最も損失」という危機感と活用意識が醸成さ
れた

⚫ さらに、窓口・電話対応への応用やＡＩコンシェルジュ導入への関心が高まり、住
民サービスの高度化に向けた意向が強く示された

成果

事業名 実施年度 実施形式 概要

文章生成ＡＩ
活用研修

令和６年度 講義
文章生成ＡＩの仕組み、業務への影響、活用上の注意点につ
いて講義とデモンストレーションを通じて理解し、議事録要
約や企画案作成といった庁内業務での効果的・効率的な活用
方法を学んだ

令和６年度 ワークショップ
「議事録の要約」「アンケートの集計・分析」「企画案の作
成」など、具体的な庁内業務シナリオに沿って生成ＡＩを活
用した業務遂行を経験した

令和６年度 ワークショップ
業務改革の手順に基づき、現行業務の可視化とChatGPTの適
用箇所の選出、具体的なプロンプト生成、及び削減効果の試
算を学んだ

文章・画像・
動画・音声生成
ＡＩ利活用講義

令和７年度 講義 文章・画像・動画・音声生成ＡＩの仕組みと注意点を習得し、窓口
対応や文書作成など実務での具体的な活用イメージを理解した

業務効率化体感
ワークショップ

令和７年度 ワークショップ
（基礎編）

プロンプト作成の要点を学んだ上で、文章要約、アンケート
分析、議事録作成など実際の庁内業務を想定したシナリオに
沿って生成ＡＩの操作演習を行い、職場ですぐに活用できる
実践的な利用方法を習得した

令和７年度 ワークショップ
（応用編）

生成ＡＩで実現可能な業務領域と活用フレームを理解した後、
「地域活性化・まちづくり企画」と「組織のＤＸ推進ロード
マップ策定」の二つのテーマでグループワークを実施しアイ
デア創出と企画策定における生成ＡＩの活用手法を体験した

令和６年度
「文章生成ＡＩ活用研修」

令和７年度
「業務効率化体感ワークショップ」

２. 主要事業の実施概要等
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⑥防災

⚫ 有識者による知識習得・実践的なワークショップを通じ、地域連携と防災ＤＸツールの活用促進
を図ることを目的に実施

⚫ 防災講義や実践ワークを通じて、経済・まちづくりを含む多角的視点と効果的な防
災対策の在り方を理解するとともに、防災ＤＸツールが災害対応の判断・可視化等
に大きく寄与することを実感した

⚫ また、他自治体との課題共有を通じて自自治体の取組を見直す契機となり、防災分
野におけるＤＸの推進には、専門知識や組織リテラシー強化が不可欠であるとの認
識が深まった

成果

防災意識醸成
のための講義

令和６年度
令和７年度

少子高齢化・人口減少や財政的制約といった社会情勢を踏まえ、防災事業の有識
者による講義を実施。自治体職員として知っておくべき防災知識、激甚化する災
害への対応における課題を学んだ

ＧＩＳツール
活用

ワークショップ
令和６年度
令和７年度

災害時の情報集約の重要性に関する講義と防災ＤＸの事例を学んだ後、ＧＩＳ
ツールの操作実習を実施、災害状況や避難所の開設状況の地図上への登録・共有
及び安全な避難・巡回ルートの導出を体験した

机上訓練 令和６年度
令和７年度

防災ＤＸツールの活用による自治体の災害対応力の向上を学ぶために、「オール
リスク情報収集ＡＩ（FASTALERT）」 を活用して多摩地域での発災を想定した
ブラインド訓練を実施した

災害対応フロー
可視化体験

ワークショップ
令和７年度

能登震災時の事例講義を通して、「災害対応工程管理システム（ＢＯＳＳ）」
を用いた災害対応工程の可視化やノウハウ共有の重要性を理解した。災害対応
業務フローを可視化し、災害対応業務のフィールドガイドとの比較をすること
で、各自治体における業務の違いや抜け漏れを確認した

防災担当者の
交流プログラム 令和７年度

防災力強化のため、他自治体との連携のあり方や防災意識醸成の取組について情
報共有・可視化を行うとともに、生成ＡＩなどの新技術活用やフェーズフリーの
観点から、避難所運営業務における具体的な課題解決策を自治体横断で検討した

事業名 実施年度 概要

令和７年度
「机上訓練」

令和６年度
「ＧＩＳツール活用ワークショップ」

令和７年度
「避難所受付ＤＸ体験会」

２. 主要事業の実施概要等
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3-2-2 実証事業

⚫ 実施概要︓本事業では、「市役所業務の効率化」と「市民の利便性向上」の双方を実現すること
を目的として、ＢＰＲの手法や各種ツールを活用した業務改善の実証を進めた

⚫ 総括︓実証事業にて各職員がＢＰＲの実践手法やＲＰＡ導入方法を学んだ結果、他の手続への横
展開が可能となった。今後庁内での横展開を進めることにより、市民の利便性向上・庁内全体の
職員の業務効率化を実現できると考える

対象実施概要 主な成果・得られた示唆

①行政手続のオンライン化

学
童
ク
ラ
ブ
入
所
手
続

• 電子申請ツール（LoGoフォーム）
による電子申請の実現、また、ＡＩ
－ＯＣＲやＲＰＡ等による事務処理
効率化などを実施した

• ＤＸ化した業務プロセスによる業務
時間の短縮、市民からの高い満足度
を確認

• 令和３年度の取組成果を踏まえて、
令和４年度には４自治体への横展開
を実現

令和３年度
多摩市

令和４年度
八王子市
昭島市
福生市
羽村市

【主な成果】
• ＤＸ化した業務プロセスによる業務時間

の短縮、市民からの高い満足度を確認
• 令和３年度の取組成果を踏まえて、令和

４年度には４自治体への横展開を実現
• 現在も継続的に運用されている

【得られた示唆】
• 本フローの継続を前提とした工夫・磨き

上げ（ＡＩ－ＯＣＲの読み取り精度向上、
ＲＰＡシナリオ改善、決定通知の電子化
と一括一斉送信など）や、関連手続のオ
ンライン申請が今後の検討ポイント

２. 主要事業の実施概要等

令和３年度
「オンライン申請画面」

令和４年度
「JR八王子駅前電光掲示板での周知」
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対象実施概要 主な成果・得られた示唆

①行政手続のオンライン化

• 支援事業者から支援を得つつ、ぴっ
たりサービスを使用したオンライン
化に係るＢＰＲを実施し市民向け
実証を実施した

• オンライン面談、面談のＡＩ文字
起こし等による利便性向上・業務
効率化を実現した

令和４年度
調布市
多摩市
あきる野市

【主な成果】
• ＤＸ化した業務プロセスによる業務時間

の短縮 、市民からの高い満足度を確認

【得られた示唆】
• オンライン申請の認知度向上が必要
• 市民に寄り添った支援の観点から、妊婦

面談の適切な実施の継続の検討が重要
（オンラインでの一気通貫を早急に推進
するのではなく、様々な住民ニーズに即
した最適な手段を判断し、必要なサービ
スを提供していく）

妊
娠
の
届
出
・
妊
婦
面
談

２. 主要事業の実施概要等

転
入
転
出

• ＢＰＲの基礎を学び、市長会の用意したデジタ
ルツールにて参加自治体が各々20手続におい
てワンスオンリー窓口を構築し市民向け実証を
実施した

• また、窓口申請受付後の事務処理の見直しにつ
いてＢＰＲを実践した

（清瀬市）「かんたん窓口システム」、ＲＰＡ
「WinActor」を使用して実施

（瑞穂町）「ゆびナビぷらす」、ＲＰＡ
「BIzteX robop」を使用して実施

令和５年度
清瀬市
瑞穂町

【主な成果】
• ＤＸ化した業務プロセスによる住民満足度の向

上を確認
• 現在も継続的に運用されている

【得られた示唆】
• 更なる利用促進に向けては、電子申請基盤や申

請様式の改善や庁内研修の実施による職員の習
熟度の向上が重要

②窓口ＤＸ

対象実施概要 主な成果・得られた示唆

令和４年度
「ワークショップ︓実証結果共有」

令和５年度
「ワークショップ︓実証計画策定」

令和５年度
「ワークショップ︓実証結果共有」

令和４年度
「ワークショップ︓意見交換」
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③ツールトライアル

庁
内
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

ローコードツール
の理解促進と具体
的な活用イメージ
の習得を目指した
ツールトライアル
を実施

令和
３年度

【主な成果】
• 回答のしやすさ、見やすさなどのツールの

利便性の高さにより関連業務の効率化を実現

【得られた示唆】
• ツールを使いこなし、自主的にオンライン化

を推進する風土醸成が必要
• ツールの操作手順を周知し、手軽に全職員が

使えるような支援が必要

２. 主要事業の実施概要等

主な成果・得られた示唆ツール名 実施
年度実施概要

防
災

防災情報の配信に
おける課題を解決
可能か検証

【主な成果】
• 防災行政無線の難聴対策として有効である

ことが確認された

【得られた示唆】
• 本格導入には、予算の確保、既存システム

との連携・移行及び庁内の関係部署との調
整が不可欠である

令和
６年度Aアラート

ＳＮＳ情報を活用
した災害情報の収
集における課題を
解決可能か検証

【主な成果】
• 視認性に優れており、信頼性の高い情報収

集ツールとして高く評価を得た

【得られた示唆】
• 机上訓練を実施した自治体での理解度が高

かったことから、今後のツール普及には実
践的な研修が不可欠である

令和
６年度
７年度

備蓄品の管理と
支援物資の要請に
おける課題を解決
可能か検証

令和
６年度

【主な成果】
• 二次元バーコードによる容易な在庫管理、

リアルタイムでの在庫状況把握及び操作履
歴の記録機能が高く評価された

【得られた示唆】
• システムの普及を促進するためには、国の

支援物資へのコード導入や基幹システムと
の連携が不可欠である
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③ツールトライアル

主な成果・得られた示唆ツール名 実施
年度実施概要

２. 主要事業の実施概要等

防
災

人
事

災害後の避難所運
営の効率化や利便
性向上に活用可能
か検証

【主な成果】
• 避難所受付時間の短縮と職員負担の軽減に有

効であることが確認された
【得られた示唆】
• 避難所での通信環境・ハードウェア（機器）

の整備及び自主防災組織が関わる際の連携機
能に関する検討が、今後導入に当たってのポ
イントとなる

令和
7年度

災害時や平時にお
いて防災マップ
ボードを活用した
情報収集・可視化
により業務効率化
が可能か検証

【主な成果】
• 地図上での複数情報の可視化により、効率的

な情報共有の有効性が確認された
【得られた示唆】
• 役割が重複する他システム（各市ＧＩＳ、東

京都ＤＩＳ）とのすみ分けや運用面・体制面
での整理が不可欠である

令和
７年度

人材情報の一元管
理や人材配置業務
の効率化が可能か
検証

令和
７年度

【主な成果】
• 組織最適化に向けた配置検討・人材発掘への

効果について高く評価を得た
【得られた示唆】
• インターネット環境下での職員情報の管理な

ど、セキュリティ・制度の観点や費用対効果
といった課題を包括的に解決する仕組みづく
りが不可欠である

採用業務の効率化、
採用品質の向上に
活用可能か検証

令和
７年度

【主な成果】
• 日程調整や就職希望者の移動負担の軽減、客

観的な評価基準の提示による公平性向上など、
就職希望者・採用側の双方に一定の利便性と
業務効率化の効果が期待できることが確認さ
れた

【得られた示唆】
• 就職希望者の心理的負担軽減や、ＡＩ評価の

精度には課題が残り、対面面接との併用が必
要であることが認識された

職員の仕事に対する
不安の解消やモチ
ベーション向上に
つながる相談を通じ、
メンタル不調による
離職を防ぎ、人事労
務の負担軽減が可能
か検証

【主な成果】
• 職員がメンタルケアの一環として気軽に利用

できる外部相談窓口は、一定の効果が確認で
きた

【得られた示唆】
• セキュリティ等の観点を考慮しつつ、職員個

人が場所や時間を選ばず利用できるようにす
ることで、利用環境の柔軟性が高まり、相談
窓口としての利便性・有用性は一層向上し、
メンタルケアの効果も期待できる

令和
7年度
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３. 令和３〜7年度の取組成果と今後の方向性
3-3-1 政策テーマ・推進の方向性、注力背景

• 「市民の利便性向上」と「市役所の業務効率化」を図るとともに、職員一人ひとりがＢＰＲノウハウやＤＸ関連知
識等を習得し、市長会事業終了後も庁内外で自立的に利便性向上・業務効率化を推進できる状態を目指して
取り組んできた

• 各自治体におけるデジタル化推進の後押しに加え、交流や意見交換を通じて、課題共有や他自治体の取組に触
れる機会が生まれ、幅広い視野と多角的な視点を獲得するとともに、自組織の業務プロセスを見直し、課題を洗い
出す姿勢の醸成、自治体職員間の横断的なネットワーク形成に寄与した

• 今後は、得られた知見を活かし、さらなる利便性向上・業務効率化を進めるとともに、広域連携のさらなる推進や、
令和８・９年度の新たな政策テーマとなる地域の安全・安心を支える防災力強化の実現に向け、引き続きプロジェ
クトチームとも連携しながら取り組んでいく

ＤＸによる
業務効率化

✓ 人口減少・人材不足の
状況下においても行政
サービスの利便性向上
を目的として業務見直し
と生成ＡＩを含むデジタ
ル技術の活用を通じた
業務効率化を推進

広域連携の推進

✓ さらなる自治体業務の
デジタル化を推進する
ため、広域連携による
事例共有・横展開、
システムの共同化等に
ついて研究し、業務
効率化を推進

地域の安全・安心を
支える防災力

首都直下地震への対応
など、防災意識の高ま
りや国土強靭化計画を
踏まえた防災力の向上

政
策
テ
ー
マ
推
進
の
方
向
性

注
力
背
景

人口減少・高齢化・人材不足という共通課題
✓ 多摩地域では、人口減少・高齢化・人材不足といった構造的な課題が進行

する中、行政サービス・防災力の維持/向上について早急な対応が求められ
ている

✓ 生成ＡＩを含むデジタル技術の発展が著しい中、その利活用により業務効
率化を進め、得られたリソースを生産性向上・成長につなげることが喫緊
の課題である

本事業にて習得した知見・経験を最大限に活用
✓ これまでの事業では、ＢＰＲの事例創出、デジタルツール導入、生成ＡＩ研修な

どを通じて、各自治体におけるデジタル活用の素地が形成されてきた
✓ これらの知見は、 「業務見直し」「システムの共同化」などの様々な分野におい

て活用が可能である
✓ また、本活動を通じて自治体間で醸成された横連携基盤は、今後の取組に活かす

ことができ、多摩地域全体としての対応力強化につながる

国や都の方向性との合致
✓ 国や都が自治体情報システムの標準化・共通化や国土強靭化計画における

防災力の向上を進めるにあたり、多摩地域全体で広域連携の視点をもちな
がら検討を進めていくことが重要である
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４. 補助金の活用

多摩・島しょ行政のデジタル化推進事業助成金
名 称

目 的
多摩・島しょ地域の市町村が実施するデジタル技術の活用による業務改革に

関する事業を支援又は活性化し、住民の利便性の向上又は自治体業務の効率化
を促進することを目的とする。

助成対象
多摩・島しょ地域の39市町村

助成額上限
１自治体当たり年間3,000 万円（補助率10/10）

助成対象経費
市町村がデジタル技術の活用による業務改革に伴い支出した次に掲げる

費用の全部又は一部。
⑴ ソフトウェア、クラウドサービス等の利用に係る費用
⑵ システム等の改修に係る費用
⑶ その他東京都市長会会長が認める費用
※ ⑴は、導入開始年度のみ対象とする。また、すでに導入している場合は、

助成期間の内１年度のみ助成対象とする。
※ 施設整備等に係る経費及び市町村の職員人件費は対象としない。
※ 令和７年度のみ、デジタル人材の育成のための研修費用（研修委託料、

講師謝礼）への充当を認める

助成期間
令和４年度から令和７年度まで

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 計

年間助成額 1,000万円 3,000万円 3,000万円 3,000万円 1億円

令和４年度に「多摩・島しょ行政手続のオンライン化・事務処理効率化推進事業助成金」
を創設し、令和５年度は交付申請のあった36市町村の142事業、令和６年度は35市町村の
159事業、令和７年度は38市町村の138事業に対し助成した。

（令和６年度のみ窓口ＤＸ推進事業の助成として1,000万円を追加）。

財源
区市町村振興助成金 （公益財団法人 東京都区市町村振興協会）
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